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２００７年７月１６日 
武庫川流域委員会 

委員長 松本誠様                              
                                吹田市在住 

千代延明憲 
 

「既存ダム活用協議会（仮称）」への参加と情報開示の徹底を 
 

 私は先の第５０回流域委員会で、兵庫県は「武庫川峡谷環境調査」を実施することを知

りました。現在、武庫川の河川整備基本方針（原案）が提示され、これから集中的に審議

されることになりますが、なぜ手早く武庫川峡谷環境調査なるものが実施されるのか、そ

れが理解できませんでした。 
 ご承知のように、河川整備基本方針では、洪水調節施設等について具体の検討は俎上に

上がらず、それらは３年後といわれている河川整備計画原案の審議の段階です。 
 武庫川峡谷環境調査もその整備計画原案策定に備えてのものでありましょうが、ここで

流域委員会の提言を振り返っていただきたいのです。提言では、治水に関し、上流での洪

水調節施設の最有力手段として、既存ダムの活用、中でも千刈ダムの活用に極めて大きな

ウエイトがかかっていました。 
 もし提言で期待したような効果が得られる見通しが立てば、少なくとも今後２０～３０

年間の実施を前提とする河川整備計画においては、武庫川峡谷のダムは計画の中には入ら

ず、また「武庫川峡谷環境調査」の必要もなくなります。 
 しかし、既存ダム、とりわけ神戸市が所有し管理しており、現に上水の水源として重要

な機能を果たしている千刈ダムを治水施設として活用することは、並大抵のことではあり

ません。 
 これを実現するためには、神戸市にこれまでと変わらぬ水源機能を果たすことを約束し

た上で、兵庫県がダムを買い取って必要な治水機能を果たすダムに改築するほどの積極姿

勢で臨まねば、既存の枠にとらわれない豊かな発想から生まれた委員会提言は、整備計画

の中に生かされないでしょう。そのあたりの実質審議をするのが「既存ダム活用協議会」

だと見ています。武庫川の治水、利水はいうに及ばず、環境に大きな影響を与える武庫川

ダムの要、不要の結論を左右するほどの重要事項を審議するのが「既存ダム活用協議会」

だと思います。 
 そこで、流域委員会にお願いがあります。まず第一は、流域委員会の委員あるいは流域

委員会が推薦する人を、兵庫県を説き伏せて「既存ダム活用協議会」のメンバーに入れて

いただくことです。第二は、「既存ダム活用協議会」を完全な情報開示の会にしていただく

ことです。会議の傍聴は当然として、ホームページでの議事録の公開をさせていただきた

いのです。第三に、傍聴者発言や一般からの意見受付を可能にすることです。 
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 「既存ダム活用協議会」が、一旦結論を出せば、それがたとえ不十分な審議であったと

しても、あるいは論理に疑義のある結論であったとしても、これを流域委員会が振り出し

に戻したり、変更したりすることはほとんど不可能です。従って、委員会が納得のいく審

議を、徹底的にやっていただくために、流域委員会として、上述のことを早急に実現すべ

く最善を尽くしていただくようお願いいたします。 
                                     以 上 
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武庫川水系河川整備基本方針(原案)への意見 

今本博健 

 
 平成 19 年７月６日の第 50 回武庫川流域委員会に武庫川水系河川整備基本方針(原案)が提示さ

れた。一読しての感想を述べれば、武庫川流域委員会が、2004 年３月に発足して以来、３年以上

の年月をかけ、200 回以上の委員会等を開催し、熱心に議論してきたにもかかわらず、ここに示

された原案は、平成９(1997)年の河川法改正が求めた河川環境を重視する意欲が認められず、工

事実施基本計画以来の手法を踏襲する旧態依然たるものである。記述内容も、構成に統一性がな

いうえに散漫で具体性を欠くなど、完成度がきわめて低く、「形式的に体裁を整えたに過ぎない」

としか評価できない。抜本的な修正が必要である。 

 以下に具体的な問題点あるいは疑問点を示す。 

 

１ 河川の総合的な保全と利用に関する基本方針 

(2) 河川の総合的な保全と利用に関する基本方針 

ア 武庫川の川づくり 

 武庫川の川づくりの考え方として、「従前から実施している河道改修などの河川対策に加え、流

域での流出抑制対策や健全な水循環系を構築するための施策等を、流域関係市、関係機関、地域

住民等との連携を深め、協調して展開していく」としているが、平成９(1997)年の河川法の改正

が求めた「河川環境を重視する」ことへの意欲が認められず、このことを正面から取り上げるよ

うに修正すべきである。 

 なお、流域での流出抑制を取り上げたことは評価できるが、内容がきわめて不十分である(後述)。 

イ 洪水、高潮などによる災害の発生の防止又は軽減に関する事項 

洪水、高潮などによる災害尾発生の防止・軽減についての具体策として、①河川対策、②流域

対策、③河川管理、④ソフト対策、⑤上下流バランス、が取り上げられているが、それぞれにつ

いての問題点を示す。 

①河川対策 

 原案では、「計画規模の降雨で発生する洪水や高潮から人命、資産を守ることを目標とする」と

しており、計画規模を超える場合への配慮が欠落している。いかなる大洪水に対しても、人命に

ついては守るとするとともに、資産については壊滅的な被害をなくすことを、これからの治水で

の目標としなければならない。 

 なお、内水被害に言及したことは一定評価できるが、具体的な施策が「関係機関と連携し、内

水被害が軽減されるよう必要に応じて調整を図る」だけでは、きわめて不十分である。 

②流域対策 

 流域対策には、流域の保水・貯留機能の保全・整備により雨水の流出を抑制しようとするもの

と建物の耐水化や二線堤・輪中堤などにより万一氾濫した場合の被害を軽減しようとするものが

ある。 

 原案では前者を取り上げているものの、後者についてはまったく言及していない。計画規模以
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上の洪水に対して住民は被害を受忍せざるを得ないのであるから、被害の軽減対策はきわめて重

要であり、追加修正が必要である。 

③河川管理 

 1(2)オで記述すべき事項である。 

④ソフト対策について 

 防災施設に頼らない対策をソフト対策といい、河川で行うものと流域で行うものがある。原案

ではこれらが区別されずに記述されているが、再整理が必要である。 

⑤上下流バランス 

 1(2)アで記述すべき事項である。なお、「バランスを考慮した水系一環の河川整備」の意味が曖

昧である。人口と資産が集中している地域とそれ以外の地域の治水安全度に格差を設けるのなら

ば、そのことを明示すべきである。 

ウ 河川の適正な利用および流水の正常な機能の維持に関する事項 

 河川の適正な利用および流水の正常な機能の維持に関する事項として、①正常流量の確保、②

緊急時の水利用、③水循環、が記述されているが、利水に関する事項と環境に関する事項が混在

しており、再整理が必要である。 

①正常流量の確保 

 「流水の正常な機能の維持」が取り上げられるようになって、利水の安全度が高められたもの

の、「自然のダイナミズム」が失われたが、これへの言及がない。 

 また、「新たな水需要が発生した場合には、関係機関と調整を行い、水資源の合理的かつ有効な

利用の促進を図る」としているが、新たな水資源を開発するのか、水需要の抑制や利用目的の変

更で対応しようとするのか、記述の内容が不明確である。しかし、どうするかの選択を先送りす

るため意識的に不明確にしたとすれば、きわめて賢明な記述といえる。 

 利水の現状は、これまでの水需要予測と異なり、需要量は安定ないし漸減傾向にある。それに

もかかわらず、原案は、こうした現状を踏まえることもなく、水需要を管理して水需要の増大を

抑制しようとの姿勢が微塵も認められない。きわめて意欲に欠けると評価せざるを得ない。 

②緊急時の水利用 

 渇水への対応は、渇水が発生してからだけでなく、平常時からの対応が不可欠である。 

③水循環 

 ここでの記述が適切なのか、再検討が必要である。 

エ 河川環境の整備と保全に関する事項 

 スローガンを並べただけで、内容が空虚である。 

 なお、①河川環境の整備と保全の全体的な方針には、整備の原則として「生物の生活空間の総

量を維持する」との記述があるが、意味が不明確である。環境振替(ミチゲーション)を意味する

ならばにわかには賛成し難い。 

オ 河川の維持管理・流域連携 

 より具体的に記述すべきである。 
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２ 河川の整備の基本となるべき事項 

 以下では、原案の記述内容にとらわれずに意見を示すので、参考にされたい。 

■ 主要地点の設定について 

 原案では、治水の基準点を甲武橋、利水の基準点を生瀬橋としている。しかし、武庫川は、勾

配が 1/300～1/700 程度の上流部、1/100～1／200 の峡谷部である中流部、1/300～1／700 の下流

部と、際立って異なる３つの区間からなっており、さらに上流部では急速な都市開発が進んでい

ることを考慮すると、少なくとも治水については、上流部に主要地点を設定し、必要事項を定め

る必要があるのではないか。 

■ 基本高水ピーク流量 

 原案では、甲武橋の基本高水のピーク流量は、計画規模を 1/100 年とした 24 時間の計画降雨か

ら流出解析によって計算される洪水ハイドログラフから、計画洪水のピーク流量を 4,690m3/s と

決定するとともに、流域対策による抑制量の 80m3/s を差し引いた 4.610m3/s を基本高水のピーク

流量としている。このうち 3,700m3/s を河道に配分し、残る 910m3/s を洪水調節施設に配分して

いる。さらに洪水調節施設への配分のうち既設施設への配分を 260m3/s とし、残る 650m3/s を既

設利水施設および新規洪水調節施設へ配分しようとしている。 

 一方、参考資料治水偏(原案)によれば、計画洪水のピーク流量は、対象とした降雨パターンに

よって 3,000m3/s～4,700m3/s と、1,700m3/s という大きな開きがある。流量確率手法による検証

結果でも、適用する確率分布モデルによって 3,500m3/s～4,700m3/s と、1,200m3/s の開きがある。 

 つまり、武庫川の計画洪水のピーク流量の 4,690m3/s というのは、安全を見込んで大きめに設

定したものであって、計画洪水のピーク流量の小さいほうを取り上げれば、洪水調節は不要にな

るのである。当然、「降雨パターンが変わればどうするのか」との批判がでるが、「計画規模を超

えればどうなるのか」との批判がでるのと同じである。 

 結局、問題は計画規模をいくらにするかに帰着する。河川整備基本方針は、順応的に変更すれ

ばいいのであるから、当面は計画規模が小さくても、河川環境を重視できる規模にするのが賢明

な選択ではないか。 

 武庫川の場合、基本高水ピーク流量を、既設利水施設および新規洪水調節施設へ配分しようと

している 650m3/s を除いた 4,040m3/s としても、検討の対象に用いたほとんどの計算ピーク流量

をクリアでき、かなりの安全度を確保していることに注目する必要がある。 

■これからの治水 

 これまでの治水は基本高水に翻弄されてきた。計画規模に応じた基本高水が絶対的な存在であ

るかのように、それをクリアするため、ダムをつくり、河川環境を破壊してきた。基本高水をク

リアするには長い時間がかかり、その間、住民は危険に晒されたままになる。しかも、クリアし

たからといって、水害がなくなるわけではない。 

 発想を変えようではないか。 

 治水の原点は、洪水による人命の損傷をなくすことであり、資産の被害を少なくすることであ

る。それを一刻も早く実現する必要がある。しかも、治水のためであっても、河川環境に重大な

影響を及ぼすことはもはや許されない。 



 6

 どうすればいいか。まずはできることから始めることである。 

 人命の損傷については避難を実行することで防ぐことができる。しかもこれは直ちにできる。 

 資産の被害については、河川では、既設の施設を活用して洪水を調節するとともに、河道改修

や堤防補強により流下能力の増大・確保をはかり、流域では、保水・貯水機能の保全・整備によ

り流出を抑制するとともに、建物の耐水化や二線堤・輪中堤防などによる氾濫対策により、壊滅

的な被害を防ぐようにする。これには多くの協調・連携が必要であるが、実現可能である。 

 これを基本方針とし、流下能力の増大の実現可能な限界に既設の洪水調節や流域での流出抑制

を上乗せして基本高水とする。基本高水は固定したものではなく、達成の目途が立てば随時引き

上げればよい。 

 より大きな水安全度がどうしても必要な場合の 後の選択肢が新たな洪水調節であるが、河川

環境への重大な影響が解消されないかぎり選択すべきでない。 

 要は、これまでのような「基本高水ありき」ではなく、実現可能な施策を積み上げて、治水安

全度を高めることである。基本高水は、単に計画の基本となる洪水を意味するものであって、こ

れをどのように決めるかは河川管理者の裁量に委ねられている。これまでのような計画規模から

算定する手法を破棄しようではないか。 
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